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（なお判旨 2 (不法行為の成否につき）は，後述の「W 補論：不法行為の成
否につき」にて必要な範囲で言及するに留める）
m 著作権法 6条 3号の適用につき
1 著作権法 6条
我が国の著作権法は，著作権法による保設を受ける著作物として，著作権法






































































































































































































































































日本国民 6条1号 6条1号 6条1号
中国国民 6条2号
ベルヌ条約 3条 ベルヌ条約 3条
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(5) 小泉直樹「判批」「ジュリストj1437号 (2012年） 7頁。





「Law& TechnologyJ 56号 (2012年） 85頁。
(9) 江藤淳一「判批」「法学セミナー増刊・速報判例解説 新・判例解説 Watch」1号
(2012年） 314頁，北村/lJI史「判批」「ジュリスト臨時増刊平成24年度重要判例解説」
(2013年） 280頁。









ト」 1441号 (2012年） 144頁。
(12) なお台湾については，ベルヌ条約に加盟しておらず、また北朝鮮と同じく我が国によ
る国家承認を受けていない。しかし，台湾は WTO協定において，「独立の関税地域」






















(18) Sam Ricketson & Jane C. Ginsburg, International Copyright and Neighbouring 
Rights : The Berne Convention and Beyond (2nd ed., vol.l, Oxford University Press, 
2006). p.102. 










図） 高部慎規子「実務詳説著作権訴訟」（金融財政事情研究会， 2012年） 398頁．西口t専之
「判批」「知財ぶりずむ」 113号 (2012年） 7頁．木村栄介「判批」「ビジネス法務j
2012年4月号67頁。











（第 4版）」 (2009年） 229頁。
(30) 先に触れた PCTに係る知財高裁判決においても．「など」に係る当てはめでの言及
はなかった。
(3U 臼杵英一「原審判批」『ジュリスト臨時増刊平成20年度重要判例解説」 (2009年） 323頁。
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産法の交錯」 r著作権研究.!36号 (2009年） 45頁も参照。
（大阪大学大学院法学研究科准教授）
